
　

【三種町】財務状況の分析結果（要約版）

令 和 5 年 12 月 22 日

東北財務局秋田財務事務所



１．分析手法について

ローンを返済
するのに何年
かかる？
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収支の何年分の
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【参考】

２．分析指標について
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指
標

債務償還可能年数 実質債務月収倍率 積立金等月収倍率 行政経常収支率

債務が償還原資となる行政経
常収支の何年分あるのか

債務が行政経常収入の何ヶ月
分に相当するか

積立金等が行政経常収入の何ヶ
月分に相当するか

行政経常収入からどの程度の償
還原資を生み出しているか

令
和
4

年
度

診
断
結
果

1.2年 2.2ヶ月 8.8ヶ月 15.3%

【三種町】財務状況の分析結果
（要約版）

該当せず： やや注意： 注意：
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・・・

総 合 評 価

債務償還能力

資金繰り状況

財 務 指 標

・・・

該当なし

○：留意すべき状況にない △：留意すべき状況にある
（診断基準に該当しない） （債務高水準・積立低水準・収支低水準のいずれかに該当）

令和4年度
現在

令和9年度
将来

東北財務局では、財政融資資金の償還確実性を確認する観点から、４つの財務指標を
用いて、貸付先である地方公共団体の債務償還能力、資金繰り状況を把握しています。

該当なし

該当なし該当なし

※平均値は、いずれもR3年度

※１．各項目の平均値は小数点第2位で四捨五入したものである。

　 ２．グラフ中の｢類似団体平均｣の類型区分については、R3年度における類型区分である。

　 ３．各項目の平均値は、各団体のR3年度計数を単純平均したものである。

　 ４．債務償還可能年数について、分子（実質債務）が0以下となる場合は「0.0年」を表示する。分子（実質債務）が0より大きく、かつ分母（行政経常収支）が0以下となる場合は空白で表示する。

 　５．債務償還可能年数における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（年・月）」として単純平均している。

　　　また、分母（行政経常収支）がマイナスの場合は集計対象から除外とするが、分子（実質債務）及び分母（行政経常収支）が共にマイナスの場合は「0（年・月）」として単純平均している。

　　　なお、債務償還可能年数が100年以上の団体は集計対象から除外している。

 　６．実質債務月収倍率における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（年・月）」として単純平均している。

（R4年度） 三種町 全国平均 類似団体平均

三種町 全国平均 類似団体平均 三種町 全国平均 類似団体平均

三種町 全国平均 類似団体平均 三種町 全国平均 類似団体平均

◆財務指標の経年推移
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＜参考指標＞

＜財務指標＞

（単位：年） （単位：月）

（単位：月） （単位：％）

健全化判断比率 三種町 早期健全化 基準 財政再生 基準

実質赤字比率 - 14.09% 20.00% 

連結実質赤字比率 - 19.09% 30.00% 

実質公債費比率 6 .6% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 - 350.0% -

債務償還可能年数 2.8年 3.6年 2.9年 1.5年 1.2年

実質債務月収倍率 5.3月 5.6月 4.5月 3.0月 2.2月

積立金等月収倍率 8.7月 8.8月 8.5月 8.5月 8.8月

行政経常収支率 15.5% 12.8% 12.8% 16.3% 15.3%

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度
（参考）

秋田県
平均値

2.4年 4.1年 4.7年

4.9月 6.5月 7.4月

8.0月 7.1月 6.4月

17.5% 15.3% 16.4%

類似団体
平均値

全国
平均値

類似団体区分

町村Ⅳ－０

基礎的財政収支（プライマリー・バランス）５ヵ年推移

三種町

※ 基礎的財政収支 ＝{歳入－（地方債＋繰越金＋基金取崩）}

－{歳出－（公債費＋基金積立）}
※ 基金は財政調整基金及び減債基金

（基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。）
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